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教育委員会の現状に関する調査（平成24年度間）

○実施時期

平成25年9月

○調査対象

全都道府県、指定都市（67）、市町村教育委員会（1,720）（広域連合及び共同設置の教

育委員会を含み、一部事務組合を含まない。）

【対象期間】

平成24年度間又は平成25年3月1日の状況

○市町村規模別母数

１．教育委員の選任

（1）平成25年3月1日時点で、公募を行い、応募者の中から選任された教育委員又は教育長

が在任している教育委員会

○教育委員

大阪府、大阪市、北海道函館市、青森県野辺地町、埼玉県富士見市、千葉県四街道市、

千葉県野田市、東京都中野区、東京都八王子市、東京都立川市、東京都町田市、東京

都多摩市、神奈川県海老名市、長野県南牧村、三重県松阪市、滋賀県草津市、滋賀県

日野町、滋賀県彦根市、兵庫県宝塚市、山口県山陽小野田市、徳島県石井町、沖縄県

伊平屋村、沖縄県渡名喜村

計23団体

○教育長

青森県十和田市、千葉県八街市、長野県南牧村、長野県富士見町、奈良県上牧町、徳

島県石井町 計6団体

※公募を行った時の市町村名を記載
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(2)教育委員への保護者の選任

○保護者である委員が在任している教育委員会の割合

○保護者である委員の数

（3）教育委員及び教育長の再任回数（平均在任期間）

○教育委員（教育長を除く、教育委員長を含む。）
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○教育委員長

○教育長

※連続して選任された場合にのみ、再任とみなす。

※4回以上（5期以上）は5期として平均を計算。

２．教育委員の研修

○都道府県が行う市町村教育委員会の教育委員を対象として行った研修（年間開催回数）

○自教育委員会で行った教育委員に対する研修（年間開催回数）
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３．教育委員会の会議の運営状況、保護者や地域住民への情報発信

（1）教育委員会会議の開催回数

○1回当たりの平均開催時間（時間）

○教育委員会会議の1年間の総開催時間の平均（時間／年）

（市町村規模別データ）
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（2）教育委員会会議の運営上の工夫

※（ ）内は平成23年度間の数値

○その他の工夫の例

・会議の開催日時を防災行政無線で告知

・会議終了後、教育委員会の課題等について毎回研修会を実施

・会議に各学校長が出席し、各学校の様子を報告

・教育委員会会議を学校等で開催

・定例会の案件について意思形成の過程に委員が参画 など

（3）教育委員会会議の年間傍聴者数

○全教育委員会数に占める割合
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（市町村規模別データ）

（4）教育委員会会議の議事録の公開状況
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（市町村規模別データ）

（5）広報・広聴活動、教育行政相談の状況

（注）（ ）内は平成23年度間の数値

○教育行政に関する相談に関する事務を行う職員の指定方法
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（6）保護者や地域住民の意見等の聴取状況

○教育委員会会議で学校や事務局に寄せられた意見等を紹介した回数

○保護者や地域住民の意見等を聴取し、意見交換を行った回数（公聴会等）

(7）教育委員の所管施設訪問状況

○学校
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○学校以外の施設

４．教育委員会と首長の連携

(1)教育委員会と首長との意見交換会の開催

(2)文化・スポーツに関する事務を首長が管理・執行している教育委員会の割合

(3)教育委員会から首長部局への事務委任・補助執行の状況

○事務委任
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○補助執行

５．教育委員会の事務処理体制

(1)指導主事（充て指導主事を含む。）の平均配置人数（未配置の教育委員会を含めた平

均）（単位：人）

（市町村規模別データ）

(2)市町村（指定都市を含む。）における事務の共同処理
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６．教育委員会の活動状況についての点検・評価

○教育委員会の点検・評価の実施状況

(1)学識経験者の知見の活用状況

(2)議会報告の方法

(3)一般への公表方法
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７．学校の裁量拡大

(1)学校管理規則で、学校の各種取組について許可・承認による関与を行わないこととして

いる教育委員会の割合

○平成10年度との比較

(2)学校裁量予算を導入している教育委員会の割合


